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目指すべき将来の姿（2030年持続可能な滋賀社会）

自然・気候

まちづくり

産　　業

暮 ら し

第四次滋賀県環境総合計画の策定

目指すべき将来の姿

　本県の環境保全に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、平成26年（2014年）10月、
滋賀県環境基本条例に基づき「第四次滋賀県環境総合計画」を策定しました。この計画は、本県
の環境にかかる各分野別計画に施策の基本的方向性を付与するものとして位置づけられ、琵琶湖
の総合保全、生物多様性、地球温暖化対策、廃棄物対策などの分野別の具体的な施策、目標など
は、これら分野別計画において定めています。

「めぐみ豊かな環境といのちへの共感を育む社会」の実現
～子や孫の世代まで幸せや豊かさを実感できる安全・安心な環境の創造～

　現行計画に掲げる将来の姿「持続可能
な滋賀社会」と２つの長期的目標である
「低炭素社会の実現」および「琵琶湖環
境の再生」を基礎としながら、現行計画
策定以降に生じた環境を取り巻く状況の
変化や、東日本大震災を契機とした環境
に対する意識変化などを踏まえつつ、目
指すべき将来像を設定しています。

３つの基本目標
･環境の未来を拓く「人」・「地域」の創造
･琵琶湖環境の再生と継承
･�低炭素化などの環境への負荷が少な
い安全で快適な社会の実現

第四次滋賀県環境総合計画  〈環境政策課〉

環境施策の方向性
　新たな課題の主なものは以下のとおりです。
・持続可能社会に向けた人材育成の視点
・琵琶湖の栄養塩バランスやプランクトンの質的な変化
・外来水生植物「オオバナミズキンバイ」の生息域の拡大
・�COP10（2010年）以来の生物多様性への関心の高
まり

�複雑化・多様化する環境課題に� �
対応する横断的仕組みづくり

　今日、直面する環境問題は、その要因が互いに関係し
あうことにより、複雑化・多様化し、分野横断で影響を
及ぼしあっているため、それぞれの課題解決に向けて
は、１つの視点だけでの原因解析、対策の実施では解決
に至らなくなってきています。
　これらの課題に対応するため、横断的な仕組みづくり
について記述しています。

■人育ち・人育ての仕組みづくり
　「環境学習の推進に関する計画」を県民をあげて取り
組んでいけるよう、環境学習に関わる多様な主体で構成
する「環境学習等推進協議会」の設置

■環境課題解決の仕組みづくり
　本県が持つ試験研究機関と管轄する行政部局が一堂に
会して、課題の把握から、調査研究の実施、研究成果を
踏まえた対策の立案に至る琵琶湖と環境の保全の仕組み
として、「琵琶湖環境研究推進機構」の設置

�計画の進行管理
　環境関連の分野別計画（滋賀県環境学習推進計画、琵
琶湖総合保全計画（マザーレイク21計画　第２期改定
版）、滋賀県低炭素社会づくり推進計画、第三次滋賀県
廃棄物処理計画　他）における数値指標の評価を活用す
るとともに、県政世論調査などによる環境施策の満足度
調査結果を反映し、各基本目標を総合的に評価します。
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第四次滋賀県環境総合計画（概要図）

学校教育
関係者

社会教育
関係者

環境学習
拠点

教育
委員会

学識
経験者

民間
団体

県民

県

環境学習等推進協議会

行政中間支援機関

協調

琵琶湖博物館

環境学習センター

県民一人ひとりの実践を
支援する普及啓発

中間支援機関の連携強化、
各主体への連携の働きかけ

展開１

展開 2 展開 3

環境学習推進会議

展開 4

展開 5一人ひとりの
暮らしを見直す

環境学習リーダー、
コーディネータ養成・支援
および交流機会づくり

実践を支える、
広げる、高めあう

世代を超えて地域から
学びあう・課題を解決する

学びをつなぎ、
学校と地域をつなぐ

滋賀をまるごとつなぐ
連携 連携

世代のつながりを意識した
プログラム開発、普及

学びのつながりや地域との
つながりを重視した
環境学習支援

各課

琵琶湖環境研究推進機構の概要

◇事業趣旨

・複雑化・多様化した環境問題に対し、全体像を俯瞰し、共有して、県の行政部局と試験研究機関が
 一堂に会して、課題の把握から、調査研究の実施、研究成果を踏まえた施策の検討を進める。

課題のキャッチ

施策検討

・県庁各課、市町や県民のみなさんのご意見を収集 現場の
声

研究能力・

知見の総
合的

活用

課題の関係整理
全体像の共有
調査・解明

対策実施

琵琶湖環境研究推進機構
◇目的：琵琶湖環境に係る複雑な課題に対し、
　　　行政部局と試験研究機関の連携による
　　　研究と施策の反映を推進
◇組織：①本部会議、②幹事会議、
　　　③調査員会議
◇役割：•連携による研究方策の策定
　　　•現状分析と課題の整理
　　　•研究の調整と進行管理
　　　•研究成果の政策反映

行政施策への展開

イメージ

テーマ
研究推進
顧問

議長

部長

部長

場長
センター
長

在来魚介類
のにぎわい
復活
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